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   新型コロナウイルス感染症への対応に関する委員会要望

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、以下の取組に努めることを

要望する。 

１ コミュニティバスや乗り合いタクシー等の公共交通事業者が経営を維持できるよ

う支援を行うこと。また、電車・バスの減便等の状況を把握するとともに、交通事

業者と混雑緩和のため、連携を取れる態勢づくりを行うこと。 

２ ＰＣＲ検査場や一時的な軽症者向け病棟などを新型コロナウイルスの対策拠点と

することを念頭に、県や関係部局と連携して、市が管理、所有する施設や公園など

の公共用地の活用の検討を進めること。 

３ 再開発事業や区画整理事業等について、総会の開催や関係者への訪問が難しい環

境であることに鑑み、ＷＥＢ会議の開催支援など、事業への影響を最小限にするた

めの支援を行うこと。 

４ 台風対策などの市民生活に直結する各種公共工事について、入札の執行を維持す

るとともに、工事中断の件数を増やさないよう努めること。 

５ 市として、公共工事における感染防止対策に責任を持ち、業者に対する指示にと

どまることなく、指導を徹底すること。また、感染者が発生した場合には、工事中

断期間の営業補償等の支援に向け、関係部局との連携に努めること。 

６ 市営住宅について、新型コロナウイルス感染の影響を受けた入居者の家賃の減免

などの支援を行うこと。また、ネットカフェ難民等の住居を失った人のために、空

いている市営住宅を機動的に貸し出せる態勢づくりを行うこと。 

７ マンション管理に関し、総会の運営など管理組合の運営支援の強化や、感染者が

出た場合の対応などの相談業務を強化すること。 

８ 市民生活、地域経済支援のため、新型コロナウイルス感染の影響を受けた利用者

について、水道料金及び下水道使用料の減免を行うこと。 

９ 打ち合わせ等による業者と職員の接触を極力避けるための方策の検討を進めると

ともに、必要な予算措置については、関係部局と調整を行うこと。 
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